
町からのお知らせ

場　所：税務住民課／住民課
時　間：午前８時30分 から 午後５時15分まで

　ついに、マイナポイント第２弾のポイント申し込みが始まりました。「マイナンバー
カードの新規取得」「健康保険証としての利用申込」「公金受取口座の登録」を行うこと
で、最大20,000円分のマイナポイントを任意のキャッシュレス決済サービスで取得する
ことが可能です。マイナポイントを取得するには、令和４年９月末日までにマイナンバー
カードを申請する必要があります。この機会にぜひ申請してみませんか？

【20,000円分のマイナポイントを取得するまで】
①マイナンバーカード（利用者用電子証明書付き）を取得する。
②ポイントが付く任意のキャッシュレス決済のサービスを取得する。
　※①、②はどちらが先でも大丈夫です。
③�マイナポータル（政府運営のオンラインサービス）で「健康保険証としての利用申込」
「公金受取口座の登録」を行う。
　�※登録する口座情報、マイナンバーカード及び利用者用電子証明書の暗証番号（数字４
桁）が必要です。
④�マイナポイント手続きスポット（自身のPC、スマートフォン、役場窓口など）で各種
マイナポイントを申し込む。
　�※②の決済サービスIDとセキュリティコード、マイナンバーカードと利用者用電子証明
書の暗証番号（数字４桁）が必要です。
⑤申し込んだ決済サービスのアプリやホームページでポイントの付与を確認する。
　�※「マイナンバーカードの新規取得」（5,000円分）は、サービスへの入金や支払いの
際に25％の付与率でポイントが付きます。

◎カード申請に必要なもの
本人確認書類：運転免許証 、健康保険証、通知カードなど

１点だけでOK！手数料は不要です
● 申請受付からマイナンバーカード交付まで、概ね１ヶ月かかります。
　 カードの受取方法は役場窓口での受け取りになります。
● 無料で顔写真の撮影を行います。

※　運転免許証＋健康保険証（＋通知カード）があれば、
　　本人限定受取郵便によるカードのお受け取りもできます。

カ ー ド 申 請 受 付 中 !

町からのお知らせ
国民健康保険加入者の皆さんへ

問　税務住民課　国保年金係　☎0968・86・5723
住民課　税務住民係　　　☎0968・34・3111

新しい被保険者証（一般被保険者）を郵送します
　現在お使いの国民健康保険被保険者証（薄緑色）は、７月31日で有効期限が切れます。８月１日
から使用できる新しい被保険証（薄紫色）を、７月中に簡易書留で郵送します。
　現在お持ちの被保険証、限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証は、８月１日以
降に破棄をお願いします。

限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証の申請手続き
　限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証が必要な人は、申請が必要です。
　必要な人は、新しい被保険証を持って役場窓口にお越しください。

医療費の自己負担割合
　70歳未満　　　　　 ３割
　70歳以上75歳未満　２割（ただし、現役並み所得者は３割）
　※ 誕生日の翌月から負担割合が変更になります。８月以降に70歳の誕生日を迎える人は、誕生日

の属する月（１日生まれの人は前月）に負担割合を記載した被保険証を送付します。

国保税の軽減範囲および賦課限度額の変更
 軽減制度とは 
　所得が低い世帯への税負担を軽減する目的で、国保税のうち「均等割」と「平等割」について、
７割、５割または２割を軽減する措置です。
　これは、所得額が一定の基準以下の世帯への税負担を少なくする制度で、所得に応じて軽減をし
ます。
 軽減判定基準 

世帯主と被保険者の所得の合計（令和４年度）
７割軽減 43万円以下
５割軽減 43万円＋（給与所得者等の数−１）×10万円＋28.5万円×被保険者数以下
２割軽減 43万円＋（給与所得者等の数−１）×10万円＋52万円×被保険者数以下

　※給与所得者等…給与の所得がある人と公的年金の所得がある人のことをいいます。
　※ 被保険者数…国民健康保険被保険者の数ですが、この中には国民健康保険に加入していない世帯主を含

めず、国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行した人を含みます。
　※ 軽減判定を受けるための手続きは不要ですが、世帯の中に所得を申告していない人がいる場合は、軽減

の対象世帯とはなりません。
 賦課限度額 

令和４年度
医療保険分 65万円

後期高齢者支援金分 20万円
介護納付金分 17万円
賦課限度額合計 102万円

　※賦課限度額とは、１世帯の国民健康保険税の上限額のことです

子どもに係る国保税の均等割額の減額措置について
　令和４年度より、未就学児に係る均等割保険料が５割軽減されます。所得に応じた均等割軽減措
置（７・５・２割軽減）対象の未就学児の場合は、適用後の残りの均等割額の５割を軽減します。
　※７割軽減対象の未就学児の場合は、残りの３割の半分を軽減することから、8.5割の軽減とな
ります。
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